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１．概要  

 

近年，情報化技術は急速に発達し，かつ多様化して

いる。  
一方，このような背景の中で，例えばある企業や地

方公共団体などでは，部門ごとに，個別の仕様に基づ

いたシステムを使用しているため，各システム間で情

報を共有できないという問題も出てきている。  

本来はこれら既存のシステムを統合することが望ま

しいが，まったく新しいシステムに切り替えることは

大きなコストがかかるばかりでなく，新システムに習

熟するには時間がかかる，既存のシステム内のデータ

を利用しにくいなど様々な問題も予想される。そこで，

近年，システム間にインタフェースを実装させること

で，既存のシステムを連携させて一つのシステムとし

て扱えるような技術が進歩している。  

国土交通省内でも多様な情報化技術を用いた様々な

システムが地方整備局および事務所において開発され

ているが，上記と同様の問題を持っている。そこで，

平成１５年から１７年にかけて行われた総合技術開発

プロジェクトである「リアルタイム災害情報システム

の開発」（以下ＲＴ総プロ）において，国土交通省内

においてシステム間を連携させる標準化されたインタ

フェース（以下本インタフェース）の仕様および，本

インタフェースで用いるデータ辞書（以下本データ辞

書）の仕様を作成した。  

そして上記の成果を生かすべくA 地方整備局におい

て一つに統合された「災害情報共有システム」１）の開

発時に，実際に本インタフェース及び本データ辞書を

導入した。  
 

２．本インタフェース仕様について 

 

（１） 標準化されたシステムインタフェースの必要

性 

 

通常では，個別のシステム間で相互に情報を共有す

るためには，個別にインタフェースを開発する必要が

ある。このような状況では，新たにシステムを連携す

る必要が出てくるごとにインタフェースを作成するこ

とになり，情報を共有したいシステムが増加すると共

にそれに伴うコストや時間のロスも大きくになる（図-

１参照）。 

よって，上記のような問題を解決する方法として，

各システム間のインタフェースを標準化することが考

えられる。標準化されたインタフェースの仕様を作成

し，これに基づいて各システムを連携させるインタフ

ェースを実装することにより，新たなシステムを連携

させることが容易になる。また，このような標準化さ

れたインタフェースで各システムを連携させることに

より，各システムの情報を容易に収集・配信すること

ができるため，各システムを統合する一つのシステム
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を構築することができる（図-２参照）。 

 

 
 

（２） 標準インタフェースの調査および採用 

 

災害対応を行うためには，国土交通省内外において，

様々な組織の協力が必要となる。そこで，組織間での

データのやり取りを円滑に行うためには，現在から将

来にわたりできるだけ汎用性のあるインタフェースを

作成する必要がある。よって，まず，既存の標準イン

タフェースの規格を調査した。 

国外では，OGC 2)が様々な GIS に関する WEB サービ

スの仕様を策定・公開しつつある。 

国内においても，河川標準インタフェース仕様や減

災情報共有プロトコル等の仕様が策定されている。 

ＲＴ総プロでは，これらの中でも，もっとも国内外

で普及していると考えられる下記のインタフェースの

規格を参照して，本インタフェースの仕様を策定した。 

以下の規格は本インタフェース仕様の一部を構成し

ている。 

・ Web Services Architecture,W3C Working Group 

Note 11 Feb.2004,W3C 3) 

・ Simple Object Access Protocol(SOAP)1.1, W3C 

Note 08 May 2000, W3C 4) 

・ Web Services Description Language(WSDL) 1.1, 

W3C Note 15 March 2001, W3C 5) 

・  河川 GIS・河川アプリケーション標準インタ

フェースガイドライン 第１．０版（案）（国

土交通省河川局 6） 

  

（３） 作成した本システムインタフェースの仕様 

 

a) インタフェースの種類 

 

本インタフェース仕様で規定するインタフェース仕

様は下記３種類である。 

 

・ 災害情報取得・更新のためのインタフェース 

個別システムから情報を取得する，または個

別システムの情報を更新するためのインタフ

ェース 

・ 災害情報概要取得のためのインタフェース 

個別システムから格納されたデータから，必

要最小限の情報（概要）のみを取得するための

インタフェース 

・ 位置参照サービスのためのインタフェース 

データが持つ位置情報を相互変換（座標←→

住所，座標←→距離標）するためのインタフェ

ース 

各種システムが持つ災害情報は，位置情報と

して「座標」を持つ場合や「住所」あるいは「距

離標」を持つ場合がある。これらの情報を必要

に応じて関連付けるため，当該インタフェース

を定めることとした(図-3参照)。 

 

システム B 

システム C 

システム D 

インタフェース１ 

インタフェース２ 

インタフェース３ 

システム A 

※ 連携するシステムを追加するごとに 

インタフェースも開発する必要がある。 

図-１．これまでのデータ交換 

システム B 

システム C 

システム D 

標準化されたインタフェース 

システム A 

※ 標準化されたインタフェースに準拠する

システム間は容易にデータ交換が可能。 

図-2．標準化されたインタフェースを用いた

データ交換 
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３．データ辞書について 

 

（１） データ辞書作成の必要性について 

 

災害対応時には，様々な情報が必要となるが，既存

のシステム間で情報の定義が異なっており，正確かつ

円滑な情報交換を阻害する一因となっている（図-４参

照）。そこで，複数のシステムに実装されたインタフ

ェースを利用するとき，情報の項目の定義を行いデー

タ辞書としてまとめることで上記のような問題を効率

よく解決できる（図-５参照）。 

 

 

 
 

特に本インタフェースでは使われるデータが国土交

通省の災害対策情報に特化しているので，本データ辞

書は，昨年度までの既往災害時に収集された情報の整

理や国土交通省内で使われている報告様式および地方

整備局各部に対するヒアリングを行った結果をもとに

作成された。 

今後国土交通省内で情報共有システムを構築する場

合には，本データ辞書の仕様を交換形式として扱うこ

とにより，情報共有システム間の連携を可能とし，デ

ータの流通を高めることができる。 

 

（２）拡張についての考え方 

 

本データ辞書は，国土交通省の災害対応業務で必要

となる汎用的な情報を定義している。ただし，本デー

タ辞書を用いる組織によっては，地域的な特性等によ

る新たなデータ項目をデータ辞書に追加する必要があ

る可能性がある。実際，本データ辞書開発時には地震

を主としたヒアリングを実施していた。そのため風水

害に関する必要な情報項目もヒアリング時に挙げられ

てはいるものの，不足している可能性がある。今後不

足する項目の追加や，自然災害のみならず他の災害へ

の拡張，あるいは雪害等地域特性を考慮した拡張を行

いたいというニーズが想定されている。 

よって，本データ辞書の附属書として「データ辞書

の拡張規則」を設けることとした。 

 

（２） 引用規格 

 

 本データ辞書の仕様は以下の規格から引用した。 

 

JMP2.0 （日本版メタデータファイル）7) 

JPGIS (Japan Profile for Geographic Information Standard) 
第１．０版 8) 

システム A 

システム B 

統合システム 

位置参照サービス 

図-3.位置参照サービスの利用例 

住所 

距離標 

座標 

システムＡ，Ｂ

の情 報 を地 図

上で表示 

システム B 

システム C システム A 

※ 各システムがデータを共通のデータ辞書に準拠させるこ

とによりシステム間で容易にデータの交換が出来る。 

図-５．共通のデータ辞書を用いたデータ交換 

 

 

  

本システムに適応されるデータ辞書

に準拠するデータ 

システム B 

システム C 

システム間の情報の定義

が共通している場合、デー

タの交換が正しく行われる 

 

システム間の情報の定義が共通していない場

合、データの交換は正しく行われない。 

システム A 

※ 連携するシステムを追加するごとに別々のデータ辞書

を定義する必要があった。 

インタフェースも開発する必要があった。 図-４．これまでのデータ交換 

 

  

？  ？  
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道路通信標準(Ver1.03) データディクショナリー編 9) 

河川基幹データベースシステム標準仕様（案）第２．

１版 10) 

 

４．本インタフェースと本データ辞書の実装例 

 

 A 地方整備局には災害情報システムが導入されてい

るが，同じような機能を有するシステムが道路部，河

川部にも個別に導入されており（以下各部システム）

互いに互換性がなく，他の部からは違う部の情報の閲

覧ができなかった。また，災害時には総合的な情報の

伝達が求められるため，事務所からＡ地方整備局・国

土交通本省へ情報を伝達する手段としてＦＡＸや電話

に頼らざるを得なかった。 

 よって，上記のような問題を解決すべくＡ地方整備

局において，各部システムを統合して新たな「災害情

報共有システム」（以下新システム）を構築した。た

だし，各部から既存のシステムを利用し続けたいとい

う要求があった。そこで新システムを構築する際に，

本インタフェースと本データ辞書を実装し，上記問題

の解決も目指した。 

実装にあたり，平成１６年度から１７年度にかけて

Ａ地方整備局の各部と綿密な打合せ・アンケートや情

報収集を行い，本インタフェースおよび本データ辞書

のカスタマイズを行った。  

 これにより，Ａ地方整備局の各部では既存の各部シ

ステムを使いつつ，新システムの為にデータを二重登

録する事無く新システムも使えるようになった。この

ことにより，災害時に事務所・Ａ地方整備局・本省間

の情報交換が部署の系列を越えて可能になった。また，

Ａ地方事務所各部では，各部システムには搭載されて

いないＣＣＴＶ画像の閲覧やＧＩＳを用いた地図画面

上での情報の閲覧が可能になり，各部の連携がより容

易かつ速やかになった。 

 

５．まとめ 

 

現在民間企業のみならず，国や地方自治体において

も，データ互換性がない様々なシステムを統合する動

きが出始めている。 

 各部署での情報の電子化を第一ステージとすると，

統合され関連する情報をユーザが意識することなく一

つのシステムとして利用できる環境は第二ステージと

も言えると考えられる。 

 本インタフェースも，災害情報共有システムの機

能の一つとして，これまで各部署で使われていたデー

タ互換性の低い複数のシステムを統合・整理するもの

である。本稿で紹介したインタフェースは将来的な拡

張性を留意して作られている。今後，国土交通省の他

の地方整備局等との情報の共有を進めるうえで，この

本システムインタフェースは重要な役割を果たすと考

えている。 
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